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続
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忘
れ
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■
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た
ち
は
、日
ご
ろ
健
康
で
も
、

　
　
い
つ
、
ど
ん
な
と
き
に
病
気

や
ケ
ガ
を
す
る
か
わ
か
り
ま
せ

ん
。
そ
ん
な
と
き
に
備
え
て
、
皆

さ
ん
が
普
段
か
ら
保
険
税
を
出
し

合
っ
て
医
療
費
に
充
て
る
助
け
合

い
の
制
度
が
「
国
民
健
康
保
険
制

度
」
で
す
。

　

国
民
健
康
保
険
（
国
保
）
は
、

皆
さ
ん
が
住
ん
で
い
る
市
町
村
と

都
道
府
県
が
運
営
し
、
地
域
の
健

康
生
活
を
さ
さ
え
て
い
ま
す
。

　
洞
爺
湖
町
に
居
住
し
て
い
る
人

で
、
職
場
の
健
康
保
険
・
共
済
組

合
な
ど
、
他
の
健
康
保
険
に
加
入

し
て
い
る
人
や
生
活
保
護
法
に
よ

る
扶
助
を
受
け
て
い
る
人
以
外
、

全
て
の
住
民
は
、
国
民
健
康
保
険

に
加
入
（
国
民
皆
保
険
制
度
）
し

加
入
し
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
人

国民健康保険（国保）の手続き

必要なとき 手続きの際に必要なもの

国保に加入するとき

他市区町村から洞爺湖町へ転入したとき 印鑑、転出証明書（保険証）
職場などの健康保険をやめたとき 印鑑、健康保険の資格喪失証明書（保険証）
職場などの健康保険の扶養家族を外れたとき 印鑑、扶養家族を外れた証明書（保険証）
子どもが生まれたとき 印鑑、保険証、母子健康手帳（保険証）
生活保護を受けなくなったとき 印鑑、保護廃止決定通知書（保険証）

国保をやめるとき

洞爺湖町から他市区町村へ転出するとき 印鑑、保険証
職場などの健康保険などに加入したとき 印鑑、保険証、職場などの保険証
国保の被保険者が亡くなったとき 印鑑、保険証、通帳、死亡を証明するもの
生活保護を受けたとき 印鑑、保護開始決定通知書、保険証

その他
住所、氏名、世帯主が変わったとき 印鑑、保険証
修学のため、他の市区町村に住所を移すとき 印鑑、保険証、在学（園）証明書
保険証を紛失したり、汚れて使用できなくなったとき 印鑑、身分を証明するもの（免許証など）

※国保に関する注意事項
　保険証は既に国保加入者がいる世帯の場合に必要です。過去、国民健康保険に加入したことがあり退職被保険者などに該当して
いた人（65 歳未満の人）は、加入手続きを行う際、「年金証書」の提示を求めることがあります。

　

国
保
の
資
格
を
喪
失
し
た
後
、

新
し
い
社
会
保
険
な
ど
の
保
険
証

が
手
元
に
届
く
ま
で
の
間
、
国
保

の
被
保
険
者
証
を
使
用
し
て
診
療

を
受
け
た
場
合
、
国
保
で
負
担
し

た
分
を
返
還
す
る
こ
と
に
な
り
ま

す
の
で
ご
注
意
く
だ
さ
い
。

　
こ
れ
は
、
本
来
新
し
い
社
会
保

険
な
ど
で
負
担
す
べ
き
医
療
給
付

費
を
国
保
か
ら
支
払
っ
た
た
め

で
、
そ
の
際
に
は
加
入
し
て
い
た

人
か
ら
国
保
へ
返
還
し
、
返
還
し

た
分
を
社
会
保
険
な
ど
に
改
め
て

請
求
す
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

①
返
還
手
続
き

　
国
保
か
ら
給
付
費
の
返
還
請
求

の
通
知
が
届
い
た
ら
、
案
内
に
し

た
が
い
、
請
求
金
額
を
支
払
っ
て

　国保に加入するとき、または国保をやめるときは、14 日以内に手続きをしなければなりません。

な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

資
格
喪
失
後
の
診
療

く
だ
さ
い
。

　
そ
の
後
、
領
収
書
と
国
保
よ
り

送
付
さ
れ
る
書
類
（
診
療
報
酬
明

細
書
の
写
し
な
ど
）
を
も
っ
て
社

会
保
険
な
ど
の
保
険
者
に
請
求
し

て
く
だ
さ
い
。
国
保
に
支
払
っ
た

金
額
が
、
社
会
保
険
な
ど
の
保
険

者
か
ら
返
還
さ
れ
ま
す
。

　
給
付
制
限
な
ど
に
よ
り
支
給
さ

れ
な
い
場
合
が
あ
り
ま
す
の
で
、

詳
し
く
は
、
社
会
保
険
な
ど
の
保

険
者
へ
お
問
い
合
わ
せ
く
だ
さ

い
。

②
間
違
え
て
国
保
を
使
わ
な
い
た

め
に

　
新
し
い
社
会
保
険
な
ど
の
保
険

証
の
交
付
前
に
医
療
機
関
を
受
診

す
る
場
合
は
、
現
在
「
保
険
証
切

替
手
続
き
中
」
で
あ
る
こ
と
を
医

療
機
関
窓
口
に
伝
え
、
国
保
の
保

険
証
は
使
用
し
な
い
で
く
だ
さ

い
。
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忘
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保
険
証
（
国
民
健
康
保
険
被
保

険
者
証
）
は
、
国
保
の
加
入
者
で

あ
る
こ
と
の
証
明
書
で
あ
り
、
加

入
者
が
医
者
へ
か
か
る
と
き
の
受

診
券
の
役
割
を
は
た
す
も
の
で

す
。
大
切
に
保
管
し
、
正
し
く
使

い
ま
し
ょ
う
。

　

保
険
証
の
交
付
を
受
け
た
ら
次

の
こ
と
に
気
を
付
け
て
く
だ
さ
い
。

①
保
険
証
の
内
容
に
間
違
い
が
な

い
か
確
か
め
て
く
だ
さ
い
。

②
有
効
期
限
が
切
れ
た
保
険
証
や

コ
ピ
ー
な
ど
、
自
分
で
書
き
直
し

た
保
険
証
は
使
用
で
き
ま
せ
ん
。

③
保
険
証
の
貸
し
借
り
を
し
た

り
、
加
入
者
以
外
の
人
が
使
用
し

た
り
す
る
こ
と
は
で
き
ま
せ
ん
。

④
治
療
や
診
察
が
済
ん
だ
ら
必
ず

手
元
に
保
管
し
て
く
だ
さ
い
。

⑤
職
場
な
ど
の
健
康
保
険
に
加
入

し
た
り
、
家
族
に
異
動
が
あ
っ
た

り
し
た
場
合
は
、
役
場
住
民
課
で

手
続
き
を
し
て
く
だ
さ
い
。

　
国
保
は
、
加
入
者
の
皆
さ
ん
が

負
担
し
て
い
る
保
険
税
に
よ
り
運

営
し
て
い
ま
す
が
、
皆
さ
ん
が
よ

り
支
え
あ
え
る
制
度
と
し
て
い
く

た
め
に
、
今
年
度
か
ら
次
の
よ
う

に
改
正
さ
れ
ま
し
た
。

　
世
帯
の
前
年
中
の
所
得
が
決
め

ら
れ
た
所
得
基
準
を
下
回
っ
て
い

る
場
合
、
保
険
税
の
均
等
割
額
と

平
等
割
額
が
所
得
に
応
じ
て
７

割
・
５
割
・
２
割
軽
減
さ
れ
ま
す
。

こ
の
う
ち
、
5
割
と
2
割
の
基
準

額
が
引
き
上
げ
ら
れ
ま
し
た
。

①
５
割
軽
減
の
拡
大

こ
れ
ま
で　

基
準
額
33
万
円
＋

27
・
0
万
円
×
被
保
険
者
数
以
下

改
正
後　

基
準
額
33
万
円
＋

27
・
5
万
円
×
被
保
険
者
数
以
下

②
2
割
軽
減
の
拡
大

こ
れ
ま
で　

基
準
額
33
万
円
＋

49
万
円
×
被
保
険
者
数
以
下

改
正
後　
基
準
額
33
万
円
＋

50
万
円
×
被
保
険
者
数
以
下

③
７
割
軽
減
は
変
更
あ
り
ま
せ
ん

こ
れ
ま
で
と
同
じ　
基
準
額
＝
基

礎
控
除
額
33
万
円

※
被
保
険
者
数
に
は
、
同
じ
世
帯

の
中
で
国
民
健
康
保
険
の
被
保
険

者
か
ら
の
後
期
高
齢
者
医
療
の
被

保
険
者
に
移
行
し
た
人
も
含
み
ま

す
。

～都道府県も国民保険制度を担うことになりました～

各市町村が国保財政運営の
責任主体

市町村
・資格管理（被保険者証などの発行）
・保険税率、税額の決定、賦課徴収
・保険給付
・保健事業

都道府県が国保財政運営の
責任主体

都道府県
・国保運営方針を定める。
（道内の統一的方針）

市町村

都道府県は保険給付に
必要な費用を市町村に
全額支払う

市町村は都道府県が決
定した納付金を納付す
る

保
険
証
は
正
し
く
使
用
し

大
切
に
保
管
し
ま
し
ょ
う

国民健康保険制度が変わりました

所
得
の
少
な
い
世
帯
へ
の

保
険
税
軽
減
措
置
の
拡
充

・資格管理（被保険者証
などの発行）
・保険税率、税額の決定、
賦課徴収
・保険給付・保健事業

■なぜ都道府県に変わるの？
①国保の現状と課題
　国保の加入者は「年齢構成が高く、医療費水準が
高い」「低所得者が多い」構造となっているため、国
保税などの収入よりも医療費などで支出するお金が
多く、市町村単位では安定した財政運営が困難であ
るなどの課題がありました。
②制度見直しによる財政の安定
　市町村で行っていた財政運営を平成 30 年度から
都道府県が責任主体となることになりました。この
ことにより、安定的な国保の運営を図ることが期待
されます。
■何が変わるの？
　都道府県と市町村の役割分担が変わります。

①医療給付などの国保の事業に必要なお金を各市町
村が納付金として都道府県に納めます。
②都道府県が各市町村の医療費水準や所得水準を基
に市町村ごとの納付金を決定します。
　併せて、都道府県は納付金の納付に必要な市町村
ごとの標準保険税率を示します。
③市町村は都道府県が示した標準保険税率を参考
に、保険税率を決定します。
　なお、これまで市町村単位で行っていた保険証な
どの発行や、保険税の賦課・徴収などは引き続き市
町村単位で行います。
　また、保険給付や保健事業について、若干の変更
点はあるものの従来と大きな変更はありません。

平成30年度
から

平成 29年度 平成 30年度
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